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平成 29 年度 障がい者基幹相談⽀援センター 事業報告書 
 

１、担当エリアの概要 

基幹 区 人口（※1） 
手帳所持者数（※2） 支給決定者数（※3） 

身体 知的 精神 者 児 

基 幹 東 
北 75,375 2,911 528 597 501 93

東 137,942 5,272 983 1,120 1,036 258

基幹中央 中央 176,516 6,311 920 1,128 1,035 331

基幹秋葉 

江南 69,204 2,587 471 444 471 121

秋葉 77,545 2,877 565 501 519 114

南 45,577 1,786 361 290 335 65

基 幹 ⻄ 
⻄ 157,408 5,829 1,065 1,119 1,112 265

⻄蒲 58,398 2,463 437 383 387 64

計 797,965 30,036 5,330 5,582 5,396 1,311

※1 H29.4 月末時点 

※2 H29.3 月末時点 

※3 H30.1 月末時点（者：総合支援法ｻｰﾋﾞｽ、児：児童福祉法ｻｰﾋﾞｽ） 

 

2、人員体制 
 

 ※ 各基幹相談員のうち 1 人は「障がい児支援コーディネーター」 

 

３．業務内容 
（１）総合的・専門的な相談支援の実施 

（２）地域の相談支援体制の強化に関する取り組み 

（３）地域移⾏・地域定着の促進への取り組みおよび支援 

（４）権利擁護・虐待の防⽌ 

（５）障がい児等療育支援事業 

（６）新潟市障がいのある人もない人も共に⽣きるまちづくり条例に規定する障がい等を理由とした差

別に関する相談及び啓発活動 

基幹 主任相談員 相談員（※） 事務兼相談補助員 計 

基 幹 東 1 3 1 5

基幹中央 1 3 1 5

基幹秋葉 1 4 1 6

基 幹 ⻄ 1 4 1 6

資料４ 
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４、業務実施状況 
（１）総合相談・専門相談対応  

①相談支援件数 

 23,747 件（平成 29 年 4 月 平成 30 年 1 月までの実績） 

 ※平成 28 年度 年間 28,625 件 

 

②相談事例 

 資料４-２「平成 29 年度相談対応事例集」、事例 No「1-①」「1-②」「1-③」「1-④」を参照 

  

 ③総括 

基幹相談支援センターが⽴ち上がって３年が経過。当初はあらゆることを基幹相談支援センターに

丸投げという繋ぎが多かったが、現在は関係機関それぞれの役割分担の認識が進み、本来の部署で対

応出来る様になってきている。 

そうした中、制度の⾕間に存在する「８０代の⾼齢の親と、要支援（精神・発達障がい等）の５０

代の子ども世帯」、いわゆる「８０５０問題」や、⾼齢者虐待事案世帯の障がいのある養護者への関わ

り、触法の障がいのある方、ひきこもりの方（障がい認定の有無を問わず）等、多様な対象への相談

が増大している。 

その結果、地域包括支援センター、パーソナル・サポート・センター、地域⽣活定着支援センター、

ひきこもり支援センター、成年後⾒支援センター等の相談機関や、こころの健康センター、児童相談

所、区子ども支援係・児童福祉係などの⾏政機関との連携が増えている。 

今現在の状況だけではなく、３年 ５年後を⾒据え、その地域のあるべき姿のイメージを共有しな

がら、支援関係者全員で討議し、地域作りを意識した業務遂⾏が求められている。 

 

（他機関連携の具体例） 

◯中央区 

・地域のゴミ屋敷問題について、社会福祉協議会や地域の関係機関と連携し、早期介入と問題解決に

向けた取り組み。 

・新潟市難病対策地域協議会に参加し、難病相談体制の充実及び人材育成研修企画に向けた取り組み。

◯⻄区・⻄蒲区 

・要保護児童地域対策協議会に参画。児童虐待（不適切な対応含む）のケース会議への参加。特別支

援学校、こども支援係との連携。 
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（２）地域の相談⽀援体制の強化  

①計画相談研究会の企画・運営 

研究会（研修）の目的：相談支援専門員に対する業務支援・人材育成支援等にかかる事業 
 研修テーマ 主な内容 参加人数

第１回 業務効率化のポイントについて 
業務をスリム化し、改善を図るための様々な工夫を

お互いに共有し、今後の業務に活かす。 
39 名 

第２回 地域移⾏支援の実態について 
地域移⾏支援の実態および地域移⾏支援に重要な医

療機関等との連携について学ぶ。 
37 名 

第３回 要支援者との関係作りの方法について 
家族との連携および信頼関係を築いていくためのポ

イントを学ぶ。 
45 名 

第４回 
発達障がいと軽度知的障がいがある人

の性とお⾦の支援について 

弁護士・支援者ほっとラインの活用および学校での

性授業について確認。また、ソトセックアイディー

の現状の取り組みについて共有する。 

35 名 

 

②⾃⽴支援協議会への参画  

【基幹東】 
区 取り組み 主な内容 参加人数

北 
新潟市在宅医療・介護連携推進事業に

関する研修会 

新潟市在宅医療・介護連携ステーションとの共催。

⾃⽴支援協議会委員、障がい関係事業所を対象に、

医療機関や学校と福祉サービスの連携について、地

域課題を通して制度の基本を学ぶ。 

32 人 

東 
介護保険サービスと障がい福祉サービ

スの連携セミナー 

障がい福祉、介護保険、医療の各関係者を対象に研

修会を開催。障がい福祉サービスから介護保険に移

⾏する過程について理解を深める。 

100 人 

東 東区発達障がい研修会 

東区こども支援係と共催。発達障がいのある児童と

保護者に関わる職員を対象に、発達障がいについて

学び、ワークショップを⾏う。 

40 人 

東 触法障がい者の受け入れ先について 

地域⽣活定着支援センター相談員を講師に招いて研

修会を開催。⾃⽴支援協議会委員、相談支援専門員

を対象に、地域⽣活定着支援センターの役割と連携

について学ぶ。 

30 人 
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【基幹中央】 
区 取り組み 主な内容 参加人数

中央 ケース会議（年 6 回） 
相談事業所、特別支援学校、他関係機関等からケー

スを持ち寄り、ケース検討。 
― 

中央 刑務所⾒学会 新潟刑務所の⾒学 30 人 

中央 居宅介護事業所連絡会 
区内居宅介護事業所と、困難ケースへの対応方法に

ついて情報交換及び情報共有。 
10 人 

中央 介護保険・障がいサービス合同学習会 

双方の制度理解を深め障がい福祉サービスから介護

保険サービスに移⾏した際、スムーズな支援につな

げていけるよう連携を図る。区内４つの地域包括支

援センターと共催。 

62 人 

中央 放課後等ディサービス連絡会 
区内放課後等デイサービス事業所と、ケースへの対

応方法について情報交換及び情報共有。 
12 人 

中央 就労系事業所連絡会 
区内就労継続支援 A 型、就労移⾏事業所と、ケース

への対応方法について情報交換及び情報共有。 
15 人 

 

 

【基幹秋葉】 
区 取り組み 主な内容 参加人数

江南 保育・教育と福祉の連携アンケート 

区内の幼稚園、保育園、小学校、中学校、放課後児

童クラブ、放課後等デイサービス、相談支援事業所

を対象にアンケート実施。 

― 

江南 ケース会議（年 6 回） 
4 つの課題（地域課題、緊急フロー図、相談支援、障

がい児）をグループに分かれて検討。 
90 人 

秋葉 障がい児「つながる」支援セミナー 

区内の幼稚園、保育園、小学校、中学校、放課後等

デイサービス、相談支援事業所を対象に連携を目的

に研修会を開催。支援ファイルを作成することを提

案。 

50 人 

秋葉 医療と福祉の連携セミナー 
区内の病院、相談支援事業所を対象にお互いの役割

の確認と連携をテーマに研修会を開催。 
25 人 

南 ケース会議（年 10 回） 
相談支援事業所と事例検討会と事業種別ごとによる

サービス管理責任者との連絡会を開催。 
108 人 

南 関係機関合同研修会 

区内にある保育園、幼稚園、小学校、中学校、放課

後等デイサービス、相談支援事業所を対象に制度の

説明、事業所紹介をテーマに研修会を開催。 

68 人 
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【基幹⻄】 
区 取り組み 主な内容 参加人数

⻄ ⽣活支援拠点等会議(緊急体制班会議) 

基幹⻄抽出緊急１２ケースの対応を論議し、事前に

具体的現実的な対応策を検討し準備する。今年は、

実際に緊急事態が発⽣してしまった２ケースを検証

した（参加者：コールセンターからびな、パーソナ

ル・サポート・センター、計画相談、障がい者支援

施設、⾏政、基幹⻄） 

28 名 

⻄ 
⾼齢・医療連携会議（精神医療会議・

障がい⾼齢会議） 

地域の課題の整理や解決に向けたネットワークつく

り、障がい･⾼齢が使える社会資源情報共有につい

て、⾼齢者･障がい者同居世帯について他（参加者：

精神科 PSW、地域一般相談、地活Ⅰ型、保健師、地

域包括支援センター、通所事業所、区社協、⾏政、

基幹⻄） 

21 名 

⻄蒲 ⽣活支援会議 

住まい、交通、貧困等、地域⽣活に関わる課題につ

いて、解決に向けて、協議し改善・提案を目指す。 

（参加者：区社協・計画相談・⾏政・基幹⻄） 

14 名 

⻄蒲 
がくふく連携会議（進路調整グルー

プ・子ども支援グループ） 

卒業⽣･在校⽣で気になる⽣徒について、障がい福祉

施設の受入⾒込みについて、区内の重⼼児実態調査、

アクションプログラムについて（参加者：⾼等特別

支援学校、計画相談、通所事業所、⾏政、基幹⻄） 

約 17 名 

 

③その他、地域の関係機関との連携強化にかかる事業 

【基幹東】 

・北区東区相談支援事業所連絡会の企画実施 

・居宅介護事業所へのアンケート実施 

・刑務所視察の企画実施 

・北区・東区相談支援事業所ケース検討会の開催 

  ・東区地域福祉ネットワーク会議への参加（主催：東区社会福祉協議会） 

 

【基幹中央】 

・相談事業所連絡会の主催。 

・新潟市難病対策地域協議会への参加（主催：新潟市） 

・中央区地域福祉ネットワーク会議への参加（主催：中央区社協） 

・介護保険・障がいサービス合同学習会の主催。 
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【基幹秋葉】 

・基幹秋葉エリア相談支援事業所連絡会の主催 

・居住支援連絡会への参加（主催：パーソナルサポートセンター） 

・江南区、秋葉区、南区⽣活困窮者連絡会への参加（主催：パーソナルサポートセンター） 

・秋葉区ケース会議の主催 

・秋葉区要保護児童対策地域協議会への参加（主催：秋葉区健康福祉課） 

・南区ネットワーク会議への参加（主催：南区社会福祉協議会） 

 

 

【基幹⻄】 

・性加害を起こした障がいのある方への地域包括的再犯防⽌プログラムである SOTSEC－ID プログ

ラム支援への参加（主催：新潟トラブルシューター) 

・⻄ＣＯＭＩ ＮＥＴへの参加（主催：⻄区社会福祉協議会） 

・包括勉強会への参加（主催：⻄蒲区４地域包括支援センター） 

・多職種連携、包括的相談支援体制構築検討会への参加（主催：中之口地域包括支援センター、⻄

蒲区社会福祉協議会） 
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（３）地域移⾏・地域定着の促進への取り組み  

 ①支援件数（実人数） 
種別 東 中央 秋葉 ⻄ 計 

ア 地域移⾏支援事業を利用している相談者数 0 0 1 2 3

ィ 地域定着支援事業を利用している相談者数 0 0 1 2 3

ウ 精神科病院からの地域移⾏支援人数 3 25 9 4 41

エ 障がい者支援施設からの地域移⾏支援人数 0 0 0 0 0

オ 障がい児入所施設からの地域移⾏支援人数 0 0 1 0 1

 ※ウ オは全て退院・退所した者 

 

②相談事例 

資料４-２「平成 29 年度相談対応事例集」、事例 No「2-①」「2-②」を参照 

  

③総括 

一般相談支援事業所が少ない現状であるが、病院と基幹が連携し対応した。病院のワーカーと顔が

⾒える関係ができ、基幹相談支援センターへの周知・認知が確⽴しつつある。住居確保や福祉サービ

スへのつなぎ、退院後には保健師との定期訪問等で個別ケースに対応した。 

また新潟市精神障がい者の地域⽣活を考える関係機関連絡会と共催で、地域移⾏・地域定着支援研

修会と社会資源⾒学ツアーの企画運営を⾏った。 

今後、こころの健康センターや病院等、各基幹との連携を深めていき、更なる地域移⾏・地域定着

における普及啓発を進めていく必要がある。その他ピアサポーターの養成、ピアサポーターの相談支

援への活用等も来年度以降の課題として上げられる。 
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（４）権利擁護・虐待の防⽌  

①支援件数（実人数） 
種別 東 中央 秋葉 ⻄ 計 

ア 虐待支援人数（疑いも含む） 1 12 6 31 50

ィ 成年後⾒相談支援人数 4 6 13 25 48

ウ イのうち成年後⾒申⽴支援に対応した人数 0 2 2 6 10

 

②相談事例 

資料４-２「平成 29 年度相談対応事例集」、事例 No「3-①」「3-②」を参照 

 

③総括 

・本来の障がい当事者に対しての虐待対応支援として関わる事案よりも、⾼齢者虐待通報に伴い養護

者に障がいがある（疑われる）場合の世帯支援として関わる事案、児童虐待相談に伴い地区担当保

健師・児童相談所・区児童係からの依頼で支援に加わる事案などが多かった。 

・地域包括支援センターと連携・協働し、⾼齢者虐待対応ケース等の世帯支援に携わった。 

・虐待防⽌センターとの連携によって虐待ケース（使用者による虐待）の解決に至った。 

・現在の市の虐待対応スキームが、担当者一人に負担がかかる傾向が⾒られた為、いい意味で事務的

に粛々と、対応責任主体としての市の役割を果たせるシステム改良を提案した。その一環として今

年度から⻄区では虐待進捗会議（仮称）を年 2 回開催したが、支援担当者が抱え込むことないよう

粛々と虐待対応が出来るシステム整備が求められている。 

・「成年後⾒制度に関する相談対応及び成年後⾒制度申⽴にかかる支援」では、関係機関に依頼されて

の制度周知の為の講演会講師派遣や、虐待対応の一環として当事者や養護者支援の手段としての成

年後⾒制度申⽴支援に関わった。直接の支援より間接支援や新潟市成年後⾒支援センターなど他機

関への繋ぎが増えた。 

・ひきこもり（成人）の方への支援に関しては障がい認定すら受けていない方も含め多い。 

・いわゆる「８０５０問題」世帯の多さは、潜在的な脅威であり無理せずＳＯＳを出せる関係性の継

続とひとたび事が起きたら間髪をいれず介入する準備が必要となっている。 

・ひきこもりの当事者に障がいがある場合は、精神科医療が必要なケースが多く、地域と医療機関の

連携システムの構築は急務である。 

・県弁護士会の「支援者ホットライン」は非常に有効で、活用が進んでいる。 
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（５）障がい児等療育⽀援事業  

①障がい児に関する相談支援件数  

3,696 件（相談支援件数計 23,747 件のうち） 

 

②相談事例 

資料４-２「平成 29 年度相談対応事例集」、事例 No「4-①」「4-②」を参照 

 

③障がい児通所支援事業者及び障がい児相談支援事業者の従業者向け研修会の開催 
 研修テーマ 主な内容 参加人数

第１回 ペアレント・トレーニングの基礎知識 

市発達障がい支援センター相談員を講師に迎え、ペ

アレント・トレーニングの基礎知識から、子どもへ

の関わり方を学んだ。 

76 名 

第２回 
障がいのある子どもは就学前施設で何

を学ぶのか 

新潟⻘陵大学の准教授を講師に迎え、保育所保育指

針、幼稚園教育要領の改訂内容を確認し、就学前施

設での障がいのある子どもの学びについて、共通認

識を図った。 

92 名 

 

④総括 

・児童コーディネーター連絡会、重症⼼身障がい支援ネットワークにいがた等、支援者ネットワーク

に積極的に参加。得られた情報等を障がい児相談支援事業者への助⾔等に役⽴てている。 

・在宅重症⼼身障がい児、知的障がい児、身体障がい児、発達障がい児などの療育支援に関する相談

について、各関係機関と連携し対応した。 

・学校や⾏政など、関係機関からの相談が徐々に増えている。また基幹から関係機関に、連携を依頼

しながら支援するケースが多かった。⺟子支援や世帯支援が必要なケースについては、関係者と連

携を図りながら着実に進められるよう支援した。 

・児童虐待（不適切な対応含む）の個別ケース会議の参加が多かった。 

・⻄区・⻄蒲区では、要保護児童対策地域協議会の実務者会議への参加により、区子ども支援係、児

童福祉係からの支援要請が多かった。 

・保健師・区の発達支援相談員から繋がってくるケースが増えた。 

・平成２９年度の相談ケースの特徴として、複雑な家庭環境によるネグレクト、虐待ケースが多く、

問題解決に向けて関係者が情報共有を図り継続的な支援をおこなっている。 

・ニーズの狭間である重症⼼身障がいの問題については「重症⼼身障がい支援ネットワークにいがた」

の会議に参加し、関係機関で現状の共有、ネットワーク構築や課題の掘り起こしに努めた。 
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（６）共に⽣きるまちづくり条例にかかる相談及び啓発活動  

①相談支援件数、相談事例 

資料４-３「差別相談事例」を参照 



43%

24%

13%

10%
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2% 1% 1%
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